
平成２１年度６月補正予算案の概要 （財政局財政部財政課）

１ 予算規模 （単位  千円）

区  　　　　   分 補正前の額 補正予算額 補正後の額 備 　　　 考

一般会計 282,138,464 1,029,648 283,168,112

特別会計 189,199,700 8,640 189,208,340

企業会計 100,460,000 142,067 100,602,067

合     計 571,798,164 1,180,355 572,978,519

２ 補正額一覧表
一般会計 （単位  千円）

区     分 補正前の額 補正予算額 補正後の額 備 　　　 考

総務費 35,914,608 901,158 36,815,766

民生費 63,920,165 120,366 64,040,531

衛生費 30,347,609 0 30,347,609

教育費 25,269,875 8,124 25,277,999

その他 126,686,207 126,686,207

歳　出　合　計 282,138,464 1,029,648 283,168,112

国庫支出金 31,754,029 277,190 32,031,219

県支出金 10,295,602 1,158 10,296,760

繰入金 8,266,544 △ 59,000 8,207,544

繰越金 3,000,000 900,000 3,900,000

市債 53,577,200 △ 89,700 53,487,500

その他 175,245,089 175,245,089

歳　入　合　計　 282,138,464 1,029,648 283,168,112

特別会計 （単位  千円）

区     分 補正前の額 補正予算額 補正後の額 備 　　　　　 考

国民健康保険事業会計 69,576,900 8,640 69,585,540

その他 119,622,800 119,622,800

合   　　　　　  計 189,199,700 8,640 189,208,340

企業会計 （単位  千円）

区     分 補正前の額 補正予算額 補正後の額 備 　　　　　 考

水道事業会計 17,898,000 142,067 18,040,067

その他 82,562,000 82,562,000

合   　　　　　  計 100,460,000 142,067 100,602,067
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３　６月補正後予算額の推移（一般会計）
　　　　　　　単位：千円

年度 補正額 ６月補正後予算額
補正後予算額
対前年度比

※平成20年度以前は、合併前の各団体の数値を合算したものである。

平成２０年度 2,232,442 284,933,442 2.5

平成２１年度 1,029,648 283,168,112 △ 0.6

平成１８年度 859,587 260,573,939 1.6

平成１９年度 6,647,635 277,924,635 6.7

平成１６年度 1,179,487 256,370,938 △ 1.8

平成１７年度 2,194,601 256,384,360 0.0

平成１４年度 6,922,038 238,543,650 △ 7.1

平成１５年度 564,272 261,009,240 9.4

平成１２年度 1,191,442 249,902,068 △ 1.0

平成１３年度 2,398,149 256,667,210 2.7

平成１０年度 6,707,687 251,763,456 -

平成１１年度 1,912,719 252,330,379 0.2



４　主な内容

 一般会計

(1)　市税予定納付等払戻金（財政局） 900,000 千円
 　・予定納付等により本来の納付額以上に納めた納税者に対する還付金

(2)　消費生活相談・啓発事業（生活文化局） 1,158 千円
 　・県に設置された消費者行政活性化基金を活用した消費生活相談窓口の機能強化

及び啓発事業の充実

(3)　小規模社会福祉施設スプリンクラー等整備事業費助成（保健福祉子ども局） 120,366 千円

(4)　学力調査活用アクションプラン推進事業（教育委員会事務局） 5,496 千円

(5)　子どもの体力向上支援事業（教育委員会事務局）     2,628 千円

 特別会計及び企業会計

(1)　国民健康保険事業会計（保健福祉子ども局） 8,640 千円
・平成21年10月から、出産育児一時金を38万円から42万円に引き上げ

(2)　水道事業会計（上下水道局） 142,067 千円
・(仮称)中部配水場を建設するための用地購入

　　・スプリンクラー設置が義務付けられた小規模社会福祉施設への助成

　　・全国学力・学習状況調査の結果を踏まえ、改善に向けた取組みの実践研究

　　・全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果を分析し、体力向上を支援


